
様式第１号 

 

埼玉県デジタル人材確保支援事業補助金交付申請書 

 

                           

                             令和４年 ６月 １日 

（あて名） 

 埼玉県知事 大野 元裕 様         

 

              （申請者） 

               住     所 さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

               名     称 株式会社高砂人材紹介 

               代表者の職氏名 代表取締役 浦和 太郎 

 

 

 下記のとおり、埼玉県デジタル人材確保支援事業補助金の交付を受けたいので、補助金等の

交付手続等に関する規則第４条の規定により申請します。 

 

記 

１ 対象事業数（人材紹介件数）     ２  件 

２ 実施計画書 

  別紙のとおり 

３ 補助対象経費     ５，０７５，０００円 

４ 補助金交付申請額  金２，５３７，０００円 

５ 内訳 

 企業名 求人番号 補助対象経費 補助金交付申請額 

１ ○○製造(株) ｉ－１１１ ２，１００，０００円 １，０５０千円 

２ (株)△△サービス ｉ－２２２ ２，９７５，０００円 １，４８７千円 

３   円 千円 

 合 計  ５，０７５，０００円 ２，５３７千円 

 

６ 添付書類 

 （１）人材紹介を実施した中小企業等との契約書の写し 

（２）人材紹介手数料の金額が確認できるもの 

（３）実施計画書 

（４）申請者が作成した求人票の写し 

（５）その他知事が必要と認める書類 

※ 実施計画書は紹介 1 件あたり 1 枚を添付すること。 

押印は不要です。 

デジタル人材の採用が同じ月の 

場合はまとめて申請が可能です。 

この場合、様式第５号の実績報告書

もまとめて報告してください。 

千円未満 

切り捨て 

規程や標準契約書等に記載されて
いる算出基準に基づく人材紹介手
数料の金額を記載してください。 

上記３の金額と一致 上記４の金額と一致 

補助対象経費の１／２ 

申請期間 

令和４年６月１日～令和５年２月２８日 



                      別紙 

実施計画書 

 

１ 人材を紹介した企業名 (株)△△サービス 

２ 埼玉県プロ人材拠点における 

  求人（ニーズ連絡票）番号 

 

ｉ－２２２ 

３ 人材紹介の種別 
 

正規雇用  副業・兼業 

４ １の企業への人材紹介に 

  係る契約日 

 

令和 ４年 ４月１５日 

５ 就業開始(予定）日 
 

令和 ４年 ６月 １日 

６ デジタル人材の予定年収※ 
 

     ８，５００，０００ 円 

７ 規程等により定める 

  人材紹介手数料 

 

     ２，９７５，０００ 円 

８ 補助金交付申請額 
 

        １，４８７ 千円 

  ※副業・兼業の場合は、契約期間の金額を記載してください。 

人材紹介手数料の算
出基礎となる年収
（想定年収、理論年
収）、報酬 

ニーズ連絡票の番
号がわからない場
合は、プロ人材拠点
に問い合わせてく
ださい。 

規程や標準契約書等に記載されている算出基
準に基づく人材紹介手数料の金額を記載して
ください。 

有期雇用（副業・兼業など）の場合は、契約時
の期間で算出した手数料金額を記載してくだ
さい。 

様式第 1 号の「補助対象経費」と一致。 

紹介したデジタル人材１名に対し、１枚作成してください。 

千円未満 

切り捨て 

令和４年４月１日以
降が対象です。 



様式第３号 

 

埼玉県デジタル人材確保支援事業補助金変更交付申請書 

 

第                             令和４年 ６月３０日 

（あて名） 

 埼玉県知事 大野 元裕 様 

 

              （申請者） 

               住     所 さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

               名     称 株式会社高砂人材紹介 

               代表者の職氏名 代表取締役 浦和 太郎 

                

 

 令和 ４年 ６月２０日付け雇労第１００号で交付決定を受けた補助事業について次のと

おり変更したいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 変更の理由  ○○製造(株)に紹介した人材が採用から１カ月以内に退職したため 

 

２ 変更後交付申請額     金１，４８７，０００円 

 

３ 変更後交付申請額内訳 

 企業名 求人番号 補助対象経費 補助金交付申請額 

１ ○○製造(株) ｉ－１１１ ０円 ０千円 

２ (株)△△サービス ｉ－２２２ ２，９７５，０００円 １，４８７千円 

３   円 千円 

 合 計  ２，９７５，０００円 １，４８７千円 

 

 

４ 変更後補助事業の実施計画         別紙のとおり 

有期雇用（副業・兼業など）で、契約
期間が変更になった場合なども変更交
付申請を提出してください。 

押印は不要です。 

企業名と理由を具体的に記載してください。 

内訳の合計額と一致すること 

交付決定通知書に記載されている日付
と番号を記入してください。 

交付決定（通知）を受けた単位で申請
してください。 



様式第５号 

 

埼玉県デジタル人材確保支援事業補助金実績報告書 

 

                         

                             令和 ４年 ７月 １日 

（あて名） 

 埼玉県知事 大野 元裕 様  

 

 

              （申請者） 

               住     所 さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

               名     称 株式会社高砂人材紹介 

               代表者の職氏名 代表取締役 浦和 太郎 

          

 

 令和 ４年 ６月２０日付け雇労 第１００号で補助金の交付決定の通知を受けた埼玉県

デジタル人材確保支援事業補助金について、事業が完了したので、補助金等の交付手続等に関

する規則第１３条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金の交付決定額  金１，４８７，０００円 

２ 添付書類 

（１）別紙「補助対象事業実績報告書」 

（２）手数料請求書の写し 

（３）手数料の納付が確認できるもの 

交付決定通知書に記載されている日
付と番号を記入してください。 

変更交付申請を行った場合は、変更
交付決定通知書に記載されている日
付と番号を記載してください。 

事業完了日 
…人材紹介手数料の納付日又は 

就業から１か月後（いずれか遅い日） 

交付決定通知書に記載されている
金額を記載してください。 
変更交付申請を行った場合は、変更
交付決定通知書に記載されている金
額を記載してください。 

押印は不要です。 

事業完了日から６０日以内又は令和５年３月３１日
のいずれか早い日までに提出してください。 



別紙 

 

補助対象事業実績報告書 

 

１ 人材を紹介した企業名 (株)△△サービス 

２ 埼玉県プロ人材拠点 

  求人（ニーズ連絡票）番号 
ｉ－２２２ 

３ 人材紹介の種別 
 

正規雇用  副業・兼業 

４ 上記企業との人材紹介に 

  係る契約日 

 

令和 ４年 ４月１５日 

５ 就業開始日 
 

令和 ４年 ６月 １日 

６ デジタル人材の予定年収※ 
 

８，８００，０００ 円 

７ 規程等により定める 

  人材紹介手数料 

 

３，０８０，０００ 円 

８ 手数料納付額 
 

１，５８０ 千円 

９ 人材紹介手数料の納付日 
 

令和 ４年 ６月３０日 

  ※副業・兼業の場合は、契約期間の金額を記載してください。 

交付申請時の金額か
ら変更があった場合
は変更後の金額を記
載してください。 

ただし、増減額が 

２０％を超える場合
は、事前に「変更交
付申請書」を提出し
てください。 

１５０万円を超える
場合は、１５０万円
が補助上限額です。 



 

様式第７号 

 

埼玉県デジタル人材確保支援事業補助金交付請求書 

 

                         

                             令和 ４年 ７月 ５日 

（あて名） 

 埼玉県知事 大野 元裕 様         

 

 

               住     所 さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

               名     称 株式会社高砂人材紹介 

               代表者の職氏名 代表取締役 浦和 太郎 

 

 

 令和 ４年 ７月 ５日付け 雇労第１２５号で額の確定通知のあった埼玉県デジタル人

材確保支援事業補助金の交付を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 請求金額  金１，５００，０００円 

 

２ 補助金の振替口座 

口座名義人 カブ）タカサゴジンザイショウカイ 

金 融 機 関       埼玉りそな    銀行  県庁     支店 

口座 普通・当座  口座番号 １２３４５６７ 

 

 ３ 添付書類 

   通帳写し 

カタカナで記載してください。 

額確定通知書に記載のある交付確
定額を記載してください。 

押印不要です。 

 



様式第８号 

 

埼玉県デジタル人材確保支援事業補助事業返還に係る報告書 

 

 

令和 ４年 ８月３１日 

（あて名） 

 埼玉県知事 大野 元裕 様 

 

             （申請者） 

                住     所 さいたま市浦和区高砂３－１５－１ 

                名     称 株式会社高砂人材紹介 

                代表者の職氏名 代表取締役 浦和 太郎 

               

 

 令和 ４年 ６月２０日付け雇労 第１００号で交付決定を受けた補助事業について、下

記により人材紹介手数料を返還しましたので、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 返還金額    金７３０，０００円       

２ 返還日     令和 ４年 ８月１０日 

３ 返還の理由   紹介した人材が採用後２カ月で自己都合により退職したため 

４ 内訳 

企業名 求人番号 
人材紹介手数料 金額 

返還前 返還後 返還額 

(株)△△サービス ｉ－２２２ 3,080,000 円 1,540,000 円 730,000 円 

合 計  円 円 円 

  

 ５ 添付書類 

  ・返還した金額（消費税が含まれている場合はその金額がわかるもの）が確認できるもの 

代表者印は不要です。 

契約に定めた返還
額を控除した手数
料金額を記載して
ください。 

補助金額から返還後の手
数料の 1/2 を控除した金
額を記載してください。 

実績報告書の別紙
に記載した手数料
金額を記載してく
ださい。 

例）手数料が 308 万円の場合、補助金額は 150 万円 

  1,500 千円－1,540 千円／２＝730 千円 


